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「日本企業の人材育成」への賞賛と勘違い

　海外において日本企業の人材育成はかつては製造現

場の品質管理が、そして近年ではサービス業の接客ノウ

ハウなどが、ある種の尊敬と憧れを含むまなざしを受け

てきたことは確かです。日本企業の人材育成が、座学「研

修」以外に、「OJT」や「異動」も含んでいる幅広いも

のである一方、ローカル社員は「人材育成＝研修（Off-JT）」

だと認識をしている傾向があります。今回のテーマであ

る「ローカル社員向け研修」を考えるにあたっては、ま

ず人材育成において「OJT」と「異動」とセットである

こと、その位置づけを相対化して理解する必要があると

いうことを、本社、現地経営管理層、そして当該のロー

カル社員の関係者全員が認識をする必要があります。

対象者ごとの時期と内容の使い分け

　研修内容は、新入社員、一般社員、管理職といった

階層別に実施する場合と、事業戦略、マーケティング、

ファイナンス、アカウンティング、語学など職務上の

必要に応じる場合に分かれます。

【新入社員向け研修】
　入社の段階から本社で研修させるという企業もあり

ますが、日本と比べると相対的に在籍期間が短く離職

率が高い海外の場合は、新入社員時にはDVDや冊子

などで企業理念や歴史などを紹介する程度にとどめ、

数カ月から２～３年など、一定期間様子をみてから本

海外人材育成

日本企業のグローバル展開を組織・人材マネジ
メントの側面から支援。政府関係機関の有識者
会議座長・委員、大学院講師なども務める。日
本語、英語、中国語の3カ国語でのインタラク
ティブな研修をはじめ、組織・人材マネジメン
トの領域において年間100回近くの講演・研修
を行う。日本・中国・シンガポール等を軸に異文
化人材マネジメントを通じた組織イノベーション
実現へのプロセスを提示した「違いを価値に変
える6段階理論」の普及に努めている。
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　ローカル社員向けに研修を実施し
てほしいとの依頼が現地法人からきて
います。実のところ、採用をはじめ、

ほとんど現地任せで本社は関与していないため、
どのような研修を実施すべきか悩んでいます。対
象者や内容、さらには、日本で行えばよいのか、
それとも現地で実施すべきなのか、教えてください。

　ローカル社員向け研修は、対象
者の階層別に実施する場合と、マー
ケティング、ファイナンスなど職務
上の必要に応じるものに分かれます。
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社の研修を受けさせるというケースが多いようです。

【コミュニケーション研修】
　日本では報告・連絡・相談といったホウレンソウは

職場における円滑なコミュニケーション手法として定

着していますが、海外では「自分の担当業務で逐一上

司に確認をとるというのは仕事のできない社員のする

こと」という認識が一般的です。そこで、漠然とホウ

レンソウの必要性をコメントするのではなく、上司は

それを求めており、プロセスマネジメントの一種であ

るという点を説明し納得してもらう必要があります。

【チームワーク研修】
　チームワーク研修の実施にあたっては目的達成のた

めに自分の役割を果たすという内容に加え、「自身の

専門性だけに偏重しすぎない、より大きな枠組みで仕

事をとらえる」、「チームメンバーなど他者との関係性

を通じての実践により面白み、達成感を感じられると

いう気づきが持てるようなものとする」という点も踏

まえたほうがよいでしょう。

【日本語・語学研修】
　社内に定期的に講師を呼んで学習する形態と、外部

の語学学校に通わせて学費の全額または一部を会社が

負担するという形態があります。いずれの場合にも、

漫然と語学アップを目的とするのではなく、担当業務

による必要性も踏まえ、可能であれば目標管理と連動

させておくとよいと思います。

�「本社・リーダーシップ研修」に際する注意点

　急速に拡大するローカルビジネスにおいて自社が競

争力を高めていくためには、当然のことながら日本人

駐在員だけでは限界があり、いままで以上にローカル

社員の能力を最大限発揮していく必要があります。そ

のためのリーダーシップ研修は盛んであり、日本本社

や地域統括会社で開催する集合型研修も珍しくはあり

ません。しかしながら、時間と費用をかけ本社研修を

実施したにも関わらず、ローカル社員のモチベーショ

ンを下げてしまう場合もあるので注意が必要です。

　リーダーシップ論には、①歴史上の人物や有名経営

者に学ぶ「偉人説」、②生まれつきの属性的な特徴が

あるという「特性論」、③ある行動をとることにより

成果をあげるという「行動論」があるといわれます注1。

いずれの場合であっても、日本企業の場合「リーダー

たるもの～すべし」というような、ややもすると哲学

や精神論のような訓話・研修が多く、目に見えるよう

な即効性のあるものを研修に期待していたローカル社

員からは、「期待して参加したが、自分のチームマネ

ジメントにどのように活かしてよいのか正直分からな

い。創業者の哲学としては理解できるが……」と困惑

した話をよく聞きます。

　すでに実施している企業では哲学などに加え、リー

ダーシップの発揮手法や具体的なケース討議、さらに

はリーダーとしての表現技法（表情、声、視線などプ

レゼンテーションの仕方や立ち振る舞い）注2などの研

修も行っています。「リーダーシップ研修」はローカ

ル社員にとって期待値が高いものであることを理解

し、本社・現地法人・ローカル社員それぞれにとって

効果を最大化できるよう企画・実施してください。
注１　�野田稔（2005）『組織論再入門』ダイヤモンド社

注２　�日本においてこの分野では、英国の演技教育者キース・ジョンス

トン氏の『インプロ―自由自在な行動表現』（而立書房）の翻訳を

手掛け、演出家・劇作家・演技者として新国立劇場バレエ研修所・

東京芸術大学オペラ科・明治大学ビジネススクールなどで指導を

行っている三輪えり花氏が著名であり、著書に『英国の演劇術』

（2012　玉川大学出版部）等がある。

図表　ローカル社員向け研修例

対 象 者 実施時期 目　　的 内 容 例
職務上の

必要に応じ実施

管 理 職 管理職登用時
・管理者としての役割意識を認識し、チー
ムの目的を達成するためのマネジメント
スキルを身につける

・リーダーシップ
・チームマネジメント
・本社研修

・事業戦略
・マーケティング
・ファイナンス
・アカウンティング
・日本語、英語一般社員

入社後数カ月
～３年次等

・チームで協力して目的達成するために求
められる考え方、コミュニケーションス
キル、チームワークを学ぶ

・ロジカルシンキング
・コミュニケーション
・チームワーク

新入社員 入社時
・組織への順応
・基礎的なビジネススキル、マナーを身に
つける

・企業理念
・ビジネススキル
・コミュニケーション、マナー


